
報道発表 Press Release No: 501-25-46  

2026年 3月発行                京都大学 

 

社会的孤立と死亡の関連： 
機械学習による分析の結果、高齢・男性・低学歴の高齢者では 

平均よりも生存日数が最大で3〜4倍短くなるほど、より強い関連が見られた 

 

京都大学大学院医学研究科の近藤尚己教授、博士課程学生のロム・ルナーさん、およびボストン大

学の芝孝一郎助教授らの研究グループは、新しい機械学習アルゴリズム※1を用いて、社会的孤立と

全死因死亡（すべての原因による死亡）との関連が高齢者の特性によってどのように異なるかを推定

しました。約2万人の高齢者（2013〜2022年）を対象に、平均9.4年間の追跡調査を行いました。解

析の結果、社会的孤立と死亡の関連は、より高齢である人、男性、教育年数が短い人、退職してい

るまたは職業経験のない人、喫煙者、定期的な健康診断を受けていない人、そして研究開始前から

すでに社会的に孤立していた人でより強いことが明らかになりました。また、教育年数が短く、かつ中

〜高所得層に属する人々では、社会的孤立による生存日数の減少が最も大きく、この傾向は女性に

おいてより顕著でした。さらにシミュレーションの結果、社会的孤立が社会全体からなくなった場合に

教育や所得による生存期間の格差が縮小する可能性が示されました。加えて、低学歴の高齢者に

おける社会的孤立に関連する年間約1万1千人の死亡を防げる可能性も示唆されました。これらの

知見から、社会的孤立を減らすための集団レベルでの取り組みは、平均的な健康状態を改善するだ

けでなく、既存の健康格差を緩和する効果も期待できると考えられます。 

お問合せ先： 京都大学 大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 近藤尚己 

contact@socepi.med.kyoto-u.ac.jp  
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■背景 

社会的孤立は、高齢者の死亡リスクを高めることが知られています。しかし、この関連が人の特性や社会集団によっ

てどのように異なるのか（＝異質な関連）は、これまで十分に分かっていません。こうした違いを明らかにすることで、

社会的孤立の影響をより強く受ける人を特定し、介入による効果が人によってどのように変わるかを知ることができ

ます。 

この課題に取り組むため、私たちは日本の高齢者を対象とした大規模コホート研究「JAGES（ジェイジーズ）」のデー

タを用い、社会的孤立と死亡との関連がより強い集団を特定し、それが健康格差にどのように影響するかを検討し

ました。 

■対象と方法 

JAGES研究では、約 2万人の高齢者（2013〜2022年）を対象に、平均 9.4年間の追跡調査を行いました。2010

年に測定した 60 項目の特性を用いて分析を調整し、保険データベース※2を活用して、2022 年までに発生した全

死因による 4,299人の死亡を確認しました。 

そのうえで、新しい機械学習アルゴリズムを用いて、社会的孤立と死亡の関係が人によってどのように異なるのかを

推定し、さらに社会的孤立を仮になくした場合に教育や所得による健康格差がどのように変化するかをシミュレーシ

ョンしました。 

■結果 

社会的孤立は、教育水準や所得が低い人々でより多くみられ、平均して生存日数が 69.5 日短いことと関連してい

ました（制限付き平均生存時間［RMST］の差：95％信頼区間 −111〜−28.4日）。 

また、社会的孤立の影響にはばらつきがあり、一部のグループではさらに短い生存日数が見られました。たとえば、

生存日数で下位 20％にあたる人々では、平均で 205 日短い生存がみられました（95％信頼区間 −321〜−87.8

日）。このグループには、高齢の男性や学歴の低い人が多い傾向がありました。 

社会的孤立と死亡との関連は、低学歴かつ中〜高所得層の人々で特に強く、この傾向は女性でより顕著でした。さ

らに、シミュレーションの結果、社会的孤立がなくなれば、教育や所得による健康格差が縮小する可能性が示され

ました。また、教育水準の低い人々が、社会的孤立に起因する死亡の約 58.5％を占めていました。さらに、社会的

孤立が解消されれば、低学歴の高齢者における年間約 1万 1千人の死亡を防げる可能性が示唆されました。 

■考察 

社会的孤立は、社会的に不利な立場にある人々ほど健康への悪影響が大きい可能性があります。また、複数の要

因が重なることで、その関連が相乗的に強まることも考えられます。 

これらの結果から、社会的孤立を減らすための集団レベルの取り組みは、全体の健康を向上させるだけでなく、健

康格差の縮小にもつながることが示唆されます。 

■本研究の意義  

公衆衛生の取り組みでは、特に教育や所得が低いなど、社会的に不利な立場にある人々が社会的つながりを持ち

やすくするための支援が求められます。今後の研究では、個人の状況に合わせて調整できる多様な介入の効果を

明らかにすることが重要です。 

また、今回の研究成果を活かして、社会的孤立の影響をより強く受けやすい人を早期に見つけるスクリーニング方

法を開発することも期待されます。 
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■用語解説 

※1 機械学習アルゴリズムとは、コンピューターがたくさんのデータを見て、自分で傾向や決まりを見つけるためのし

くみです。 

※2 保険データベースとは、医療費の請求や受診記録など、医療保険を使ったときの情報をまとめて管理している

大きなデータの集まりのことです。 
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